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国土形成計画、社会資本整備重点計画、交通政策基本計画について

11

長期的な国土づくりの指針

中期的な社会資本整備の具体的指針 中期的な交通政策の具体的指針

調和を図る調和を図る

「車の両輪」として
連携・整合を図る

社会資本整備重点計画

・社会資本に関する計画であって、計画期間における社
会資本整備事業の実施に関する重点目標や計画期間
において効果的かつ効率的に実施すべき社会資本整
備事業の概要、定量的指標等を定めたもの
（社会資本整備重点計画法）

・計画期間：平成27（2015）～32（2020）年度<現行計画>

・道路、交通安全施設、鉄道、空港、港湾、航路標識、公
園・緑地、下水道、河川、砂防、地すべり、急傾斜地、
海岸が主な対象

国土形成計画

・国土の利用、整備及び保全を推進するための総
合的かつ基本的な計画（国土形成計画法）

・計画期間：平成27年から概ね10年間<現行計画>
・社会資本整備、交通政策を含めた国土全体につ
いての総合的かつ基本的な計画

交通政策基本計画

・交通に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る
ための、交通に関する施策に関する基本的な計画で
あって、基本的な方針、目標を定めたもの
（交通政策基本法）

・計画期間：平成26（2014）～32（2020）年度<現行計画>
・徒歩、自転車、自動車、鉄道車両、船舶、航空機その
他の手段による交通が対象

国土のグランドデザイン２０５０（Ｈ２６．７）
（「コンパクト＋ネットワーク」による対流促進型国土の形成）



『広域地方計画』と『地方ブロックにおける社会資本整備重点計画』の関係

広域地方計画

～長期的な広域ブロックづくりの指針～

地方重点計画

～地方ブロックにおける社会資本整備の具体的計画～

目的 新たな国土形成計画（全国計画）が目指す『対流促
進型国土』の形成に向けて、広域ブロックにおける国
土の利用、整備及び保全を推進するための総合的
かつ基本的な計画として定めるもの。

社会資本整備重点計画に基づき、各地方の特性に応じて
社会資本を重点的、効率的、効果的に整備するため、広域
地方計画と調和を図り、地方ブロックにおける社会資本整
備の具体的な計画として定めるもの。

計画の

対 象

国土の利用、整備及び保全に関する府省にまたがる
施策全般

道路、空港、港湾、下水道、河川等の社会資本整備事業

計画期間 今後概ね10年間 H32年度までの約５年間

対象地域 全国８ブロック 広域地方計画の８ブロックに北海道と沖縄を加えた全国10
ブロック

根拠法等 国土形成計画法 社会資本整備重点計画（閣議決定）

計画に

盛込む

内容

（案）

○国土の形成に関する方針

○国土の形成に関する目標

○目標を達成するために一の都府県の区域を超え
る広域の見地から必要と認められる主要な施策
（広域プロジェクト）

◇ハード・ソフト一体となった施策パッケージ

◇広域プロジェクトを支える必要不可欠な広域性の
ある事業の中から代表的な事業を記載

○現状と主要課題

○目指すべき将来の姿と社会資本整備の基本戦略

○社会資本整備の重点目標とプロジェクト

◇プロジェクト毎に「課題と目指す姿」「重点施策」「指標」
「主要取組」を一連のストーリーとしてとりまとめ

◇主要取組として個別事業に加え「賢く使う取組」「集約・
再編」も記載

◇取組の時間軸を明確化し、ストック効果を見える化

○『広域地方計画』は、対流促進型国土の形成に向けて、各広域ブロックの将来像や地域戦略等について示すもの。

〇 『地方ブロックにおける社会資本整備重点計画（地方重点計画）』は、 『広域地方計画』と調和を図り、各地方においてストック

効果の最大化に向けた取組など、社会資本整備の重点事項等について示すもの。
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第１章 近畿ブロックの現状と主要課題

１．近畿ブロックの特徴
（１）近畿の地域構造
（２）歴史が深く息づき、個性的で多様な地域からなる近畿
（３）産業等の諸機能の集積が進んだ近畿
（４）最先端の技術力で我が国を牽引する近畿
（５）アジアとのつながりが深い近畿
（６）人と自然のつながりが深い近畿
（７）近畿圏における社会資本整備の役割

２．近畿ブロックにおける近年の状況変化と課題
（１）社会資本の老朽化
（２）近畿を脅かす自然災害リスク
（３）本格的な人口減少社会の到来と急激な高齢化の進展
（４）近畿の相対的地位の低下と東京一極集中からの脱却
（５）外国人旅行者の急激な増加
（６）近畿を取り巻く社会の潮流変化

第２章 近畿ブロックの目指すべき将来の姿と社会資本整備の基本戦略

１．近畿ブロックの将来像
（１）「アジアのゲートウェイを担い、我が国の成長エンジンとなる圏域」
（２）「日本の歴史・伝統文化が集積し、世界を魅了し続ける圏域」
（３）「快適で豊かに生き生きと暮らせる圏域」
（４）「暮らし・産業を守る災害に強い安全・安心圏域」
（５）「人と自然が共生する持続可能な世界的環境先進圏域」

２．近畿ブロックの社会資本整備の基本戦略
（１）災害に強く安全・安心な社会を築く、防災・インフラマネジメント戦略
（２）我が国の成長エンジンを目指す、経済・産業活性化戦略
（３）歴史・文化を活かした近畿圏観光戦略
（４）誰もが豊かに生き生きと暮らせ、地域を元気にする活力創出戦略
（５）自然との共生を図る環境共生戦略
（６）ストック効果の最大化

第３章 近畿ブロックにおける社会資本整備の重点目標

近畿ブロックの重点目標とプロジェクト
重点目標１「成長を支え、安全・安心で強靭な社会の構築」

プロジェクト1-1 切迫する巨大地震・津波への備え
プロジェクト1-2 激甚化する水害・土砂災害等の自然災害への備え

重点目標２「社会資本の戦略的な維持管理・更新の実現」
プロジェクト2-1 確実なメンテナンスサイクルの実施

重点目標３「国際競争力を強化し、輝く近畿となるための社会資本整備」
プロジェクト3-1 港湾・空港をはじめとするゲートウェイ機能強化
プロジェクト3-2 近畿圏の成長を支える社会資本整備

重点目標４「近畿が誇る歴史・文化を活かした地域づくりに資する社会資本整備」
プロジェクト4-1 歴史・文化・風土を活かした地域づくり
プロジェクト4-2 国際観光・広域観光を推進するための社会資本整備

重点目標５「誰もが暮らしやすい地域づくりを支える社会資本整備」
プロジェクト5-1 どこにいても暮らしやすく安全・安心な生活環境の創出
プロジェクト5-2 円滑に移動できる交通ネットワークの形成と

地域産業を支える社会資本整備

重点目標６「人と自然が共生する持続可能な社会の形成」
プロジェクト6-1 自然との共生の推進と循環型社会の形成

第４章 計画を推進するための方策

（１）多様な効果を勘案した公共事業評価等の実施
（２）社会資本整備への多様な主体と参画と関係機関との連携強化
（３）社会資本整備に関する情報基盤の強化
（４）関西広域地方計画など他の計画との整合性と他ブロックの連携
（５）効果的・効率的な社会資本整備のための技術研究開発の推進
（６）社会資本整備に必要な担い手確保・育成及び生産性向上の取組
（７）災害時における民間等の参画による社会資本整備の推進

近畿ブロックにおける社会資本整備重点計画（原案）（案）（目次）
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（１）社会資本の老朽化 （２）近畿を脅かす自然災害リスク

近畿ブロックにおける社会資本整備重点計画（原案）（案） （現状と課題）

平成7年1月
阪神淡路大震災

平成23年9月
紀伊半島大水害

那智勝浦町川関

奈良県野迫川村北股

東京オリンピック

阪神・淡路大震災大阪万博

（橋）

全国の橋梁の建設年度別施設数

1970年大阪万博でピーク

戦後復興で建設数が急増

現状と主要課題現状と主要課題

架設から50年経過する橋梁割合の推移

80%
71%

63%
56%
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内５０年以上経過
橋梁経年数の推移

資料：近畿地方整備局資料

※ 橋長2ｍ以上のものを対象

南海トラフ巨大地震発生時における近畿の被害想定

資料：近畿地方整備局資料 44

高速

道路

会社

4%

国

5%

府県

19%

政令市

7%
道路

公社

0%

市町村

65%

橋梁：
約89,000橋

近畿地方整備局管内における
道路管理者別の橋梁数割合

資料：近畿地方整備局資料

近畿の3分の２にあたる橋梁を管理
する市町村の多くは、老朽化対策
のための人材確保等に課題

建設後約５０年
を経過する橋梁

・10年後（２０２
５年）には約５割

・20年後（２０３
５年）には約７割

を占める

資料：近畿地方整備局資料

※ 橋長2ｍ以上のものを対象



（３）本格的な人口減少社会の到来と急激な高齢化の進展 （４）近畿の相対的地位の低下と東京一極集中からの脱却

近畿ブロックにおける社会資本整備重点計画（原案）（案） （現状と課題）
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資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」

20歳代後半は大阪
圏のみが流出超過

近畿の人口の推移

資料：近畿地方整備局資料

現状と主要課題現状と主要課題

市町村別将来人口増減率
（2010年→2040年）

資料：国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口」

域内総生産額（GRP)の伸び
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資料：内閣府「県民経済計算年報」

１．９７倍

１．４８倍

［百億円］

近畿 関東

大都市圏の環状道路の整備状況の比較

H27年3月末 H27年3月末

圏央道と中央環状は全線
において開通又は事業中

環状道路において未事業化区間
などミッシングリンクが残っている

調査中

事業中
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（５）外国人旅行者の急激な増加

近畿ブロックにおける社会資本整備重点計画（原案）（案） （現状と課題、目指すべき将来の姿）

（１）アジアのゲートウェイを担い、我が国の成長エンジンとなる圏域
（２）日本の歴史・伝統文化が集積し、世界を魅了し続ける圏域
（３）快適で豊かに生き生きと暮らせる圏域
（４）暮らし・産業を守る災害に強い安全・安心圏域
（５）人と自然が共生する持続可能な世界的環境先進圏域

目指すべき将来の姿

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」

422 429 332
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約2.6倍［万人］

外国人旅行者の推移

現状と主要課題現状と主要課題

主要空港におけるLCC国際線旅客便数

資料：観光庁「訪日外国人消費動向調査」
（※アンケート結果であるため、実数表記はせず比率のみ示した）

訪日外国人の府県別訪問率（近畿）

66

福岡
47

関西
189 中部

14

羽田
21

成田
102

新千歳
22

資料：関西国際空港、成田空港は各空港ＨＰ、
それ以外は日本銀行資料

※2014年冬期実績
（単位：便/週）



ストック効果の最大化ストック効果の最大化6

近畿ブロックにおける社会資本整備重点計画（原案）（案） （基本戦略と重点目標）

基本戦略基本戦略 重点目標重点目標

成長を支え、安全・安心で強靭な社会の構築

切迫する巨大地震・津波への備え

激甚化する水害・土砂災害等の自然災害への備え

社会資本の戦略的な維持管理・更新の実現

確実なメンテナンスサイクルの実施

港湾・空港をはじめとするゲートウェイ機能強化

近畿圏の成長を支える社会資本整備

国際競争力を強化し、
輝く近畿となるための社会資本整備

近畿が誇る歴史・文化を生かした
地域づくりに資する社会資本整備

歴史・文化・風土を活かした地域づくり

国際観光・広域観光を推進するための社会資本整備

誰もが暮らしやすい地域づくりを支える社会資本整備

どこにいても暮らしやすく安全・安心な生活環境の創出

円滑に移動できる交通ネットワークの形成と地域産業
を支える社会資本整備

人と自然が共生する持続可能な社会の形成

自然との共生の推進と循環型社会の形成

災害に強く安全・安心な社会を築く、
防災・インフラマネジメント戦略

災害に強く安全・安心な社会を築く、
防災・インフラマネジメント戦略

1

我が国の成長エンジンを目指す、
経済・産業活性化戦略

我が国の成長エンジンを目指す、
経済・産業活性化戦略

2

歴史・文化を活かした近畿圏観光戦略歴史・文化を活かした近畿圏観光戦略3

誰もが豊かに生き生きと暮らせ、
地域を元気にする活力創出戦略

誰もが豊かに生き生きと暮らせ、
地域を元気にする活力創出戦略

4

自然との共生を図る環境共生戦略5
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近畿ブロックにおける社会資本整備重点計画（原案）（案） （重点施策と計画を推進するための方策）
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①成長を支え、安全・安心で強靭な社会の構築 ④近畿が誇る歴史・文化を生かした地域づくりに資する社会
資本整備

・巨大地震への備えとした、公共施設の耐震化・液状化対策、津波
対策、交通・エネルギー・ライフラインの代替性・多重性の確保

・メンテナンスサイクル構築のための個別施設計画の策定・実施
・社会資本施設の老朽化対策の推進や新技術の開発・導入

神田川(合流式下水道吐口）

計画を推進するための方策

１．多様な効果を勘案した公共事業評価等の実施

２．社会資本整備への多様な主体の参画と関係機関との連携強化

３．社会資本整備に関する情報基盤の強化

・住民や施設の利用者を含めた多様な主体の参画の推進
・府県や市町村等との役割分担を踏まえた相互の補完・連携を強化 等

・社会資本の情報を効率的、効果的に地理空間情報と重ね合わせ共有化
・土地に関する情報を整備し、地籍整備を推進 等

・関西広域地方計画との調和
・北陸、中部、中国、四国の隣接ブロックとの連携強化 等

４．関西広域地方計画など他の計画との整合性と他ブロックとの連携

・一貫した事業評価体系の下での公共事業評価の実施
・政策目標を明確化した上で複数案の比較・評価を行う計画段階評価

②社会資本の戦略的な維持管理・更新の実現

③国際競争力を強化し、輝く近畿となるための社会資本整備

⑤誰もが暮らしやすい地域づくりを支える社会資本整備

５．効果的・効率的な社会資本整備のための技術研究開発の推進

６．社会資本整備を支える担い手の確保・育成及び生産性向上の取組

７．災害時における民間等の参画による社会資本整備の推進

・河川改修、洪水調節施設の整備、洪水・内水対策、海岸堤防の整
備等を推進
・土砂災害から人命を守る施設等の整備を推進
・災害発生時の危機管理対策の強化

・阪神港の「集貨」「創貨」「競争力強化」などの港湾機能強化、関
西国際空港の国際拠点空港としての機能強化

・物流ネットワークを強化する環状道路や空港・港湾へのアクセス
道路の整備を推進

・歴史・文化資産を活用した地域づくり、河川等の水辺空間を活
用したまちづくりによる魅力向上
・観光ルート・観光拠点間の交通アクセスの強化、空港や拠点駅
間のアクセス改善、観光客受入環境の整備を推進

・暮らし・地域産業を支える交通ネットワークの形成

・通学路等の交通安全対策、連続立体交差事業等の推進
・コンパクトな集積拠点の形成
・美しい景観・良好な環境の創出、暮らしと産業を支える環境整備

・多様な生物の生息・生育環境の保全・再生
・水と緑豊かで魅力ある都市環境を形成
・循環型社会の形成のための取組を推進

⑥人と自然が共生する持続可能な社会の形成

・社会資本の維持管理・更新を実現するための技術開発の促進
・強靭な国土形成のためのソフト・ハード対策に関する技術の高度化 等
・技能・経験に応じた適正な処遇や若手・女性技術者活躍のための環境整備
・新技術・新工法の活用や情報化施工の活用 等

・「災害時事業継続計画（ＢＣＰ）」の策定の促進 等


